
マイナンバーの相続への影響 

 

はじめに 

 

 政府は 3/10 の閣議で、マイナンバーを預金口

座に適用する改正案を決定しました。任意ですが、

2018 年から預金者に対し、銀行への登録を呼びか

けます。これで行政は、個人資産を把握しやすく

なります。税金の徴収・調査にも活用する予定で

す。 

 

 当面は任意、強制力はない 

 

 預金口座へのマイナンバーの適用は、強制力は

なく、任意での対応になる予定です。現在、持っ

ている預金口座についても、銀行からマイナンバ

ーを適用するよう呼びかけされる予定です。 

 とはいうものの普及しなければメリットがで

ないので、国としては 2021 年から義務化する予

定です。 

 

確定申告は 2017 年から 

 

確定申告は、2017 年（平成 29年）2～3月に行

う「平成 28 年分の確定申告」からマイナンバー

を記載することになります。現在も整理番号があ

りますが、整理番号よりも格段に管理コストが減

る見込みです。 

 

 

 

相続税への影響 

 

 税務署は、これまで金融資産の把握には時間が

かかっていましたが、マイナンバー制度が適用さ

れると一瞬で金融資産を把握することが可能に

なります。マイナンバーを使えば、今よりも贈与

税についての調査がより簡単に行われるはずで

す。マイナンバーを不動産にも結びつけようとい

う動きもあり、個人資産は、ほぼ丸裸になります。 

 

おわりに 

 

 マイナンバーを嫌がる方もいますが、マイナン

バーにより、行政コストが軽減されます。  

増税しなくても国の財政を維持することが可

能になるはずなので、国民にも大きなメリットが

ある制度です。今後の細かい運用面に注目です。 
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